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１　はじめに

本県は、南海トラフを震源とする地震により繰

り返し大きな被害を受けてきました。昭和21年に

発生した M8.0の昭和南海地震では、揺れと津波

で679人が死亡・行方不明となり、5,400戸の家屋

が全壊・流失しています。

本県では、昭和南海地震の発生から60年目とな

る平成18年に、地震災害に強い地域社会を実現す

るための条例の制定に着手し、平成20年に「高知

県南海地震による災害に強い地域社会づくり条

例」を制定しました。さらに、県や市町村、事業者、

県民がそれぞれの立場で実施すべき具体的な取り

組みをまとめた「行動計画」を策定し、地震によ

る被害の軽減や発災後の応急対策、速やかな復旧・

復興に向けた事前の準備など、ハード・ソフトの

両面から様々な対策を進めることとしました。

そうした中、未曾有の被害をもたらした東日本

大震災を踏まえ、対策の抜本的な見直しを行いま

した。平成25年に「発生しうる最大クラスの地震・

津波」による県内の被害を算定したところ、当時

の県人口796,292人に対し死者数が42,000人、全

壊棟数が153,000棟、被災１週間後の避難所への

避難者数は243,000人に及ぶという想定になりま

した。

このため、「命を守る」対策、その助かった「命

をつなぐ」対策、復旧・復興に向けた「生活を立

ち上げる」対策の三つの柱で様々な対策をハード・

ソフト両面から進めてきており、平成28年には熊

本地震による教訓を踏まえた改訂を行っています。

本稿ではこの三つの柱に関する主要な取り組みに

加え、本県の特色のある取り組みについて紹介し

ます。

２　「命を守る」対策

⑴　住宅の耐震化

「命を守る」対策の一丁目一番地が住宅の耐震

化です。平成25年の住宅・土地統計調査によれば、

本県には昭和56年以前に建てられた旧耐震基準の

住宅が約81,000戸ありました。地震の強い揺れで

住宅が倒壊すれば、仮に窒息や圧死を免れたとし

ても、逃げ遅れにより地震後の津波や火災から命

を守ることが難しくなります。

住宅の耐震化の主な阻害要因としては、平成21

年の国の政策レビューにおいて、「耐震化の必要

性に関する認識が低い」「耐震化の費用負担が大

きい」「業者・工法等に対する信頼性が低い」こ

とがあげられています。このため、啓発チラシの

配布や戸別訪問等による耐震化の普及・啓発をは

じめ、補助制度の創設や低コスト工法の普及、代

理受領制度（所有者に代わり、施工者が補助金を

受け取ることで所有者の一時的な費用負担を減ら

す）といった住宅所有者の負担軽減、事業者登録

制度の実施や技術講習会による事業者の育成と

いった業者・工法等に対する信頼性の確保に向け

た取り組みを行ってきました。

耐震化に係る費用に関しては、平均改修工事費
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は平成26年度から８年間で25万円減少し、約163

万円となっており、令和４年度には、補助制度を

利用された方の約40％が自己負担額10万円未満で

耐震改修工事を実施できています。

また、耐震改修工事の実績は年間1,500棟程度

で推移しており、令和４年度末までの累計実績は

15,047棟となっています。

⑵　津波避難対策

津波からの避難を確実に行うため、本県では、

平成25年度に津波からの避難の考え方をとりまと

めた「津波避難計画策定指針」を作成するととも

に、市町村には津波避難計画の作成を求めました。

津波避難の基本的な考え方として、まずは、地

形や既存の建物を利用した津波避難場所の確保を

優先的に検討し、これらの確保が不可能な地域で

は、避難対象人口や予測される津波の浸水高、継

続時間等も考慮し、津波避難タワーの整備等に

よって津波避難場所を確保することとしています。

平成25年度から27年度までの第２期「行動計

画」には、沿岸19市町村の津波避難計画を踏まえ、

1,445箇所の避難路・避難場所及び115基の津波避

難タワーを整備することを盛り込みました。さら

に、地域での現地点検や避難訓練によって避難の

実効性を確認するとともに、逃げ遅れが生じる場

所では避難計画を見直し、津波避難タワーを追加

で整備することとしました。令和４年度からス

タートした第５期「行動計画」では令和６年度末

までに累計126基の津波避難タワーを整備するこ

ととしており、令和４年度末で123基が完成して

います。

⑶　インフラ整備（三重防護事業）

県人口の約47％が集中する高知市には経済・都

市機能が集積しており、高知市浦戸湾の地震・津

波対策が極めて重要となります。対策を進めるに

あたっては、発生頻度の高い津波（Ｌ１）に対し

ては、陸側への津波の侵入を防ぎ、最大クラスの

津波（Ｌ２）に対しては、浸水面積や浸水深の低

減、津波到達時間を遅延させ避難時間を稼ぐ方針

としています。

浦戸湾は水域面積７km2に対して、湾の入り口

幅は140m と著しく狭くなっている閉鎖性水域で、

太平洋に面した天然の良港となっています。その

ため、港湾施設や湾口部の狭隘な地形特性を活か

した３つのラインで津波を防ぐ「三重防護」の考

えのもと、国と県が役割分担し、港湾施設及び海

岸保全施設の整備を行っています。（図－１）

第１ライン（港湾施設）は津波エネルギーを減

衰し、高知新港の港湾機能を確保するために、国

と県による第一線防波堤の延伸と粘り強い化、第

２ライン（海岸保全施設）は津波の侵入や北上を

防止・低減させるため、国による湾口部の津波防

波堤、海岸堤防等の耐震化、第３ライン（海岸保

全施設）は海岸堤防等の倒壊や背後地浸水を防止

するため、国と県による湾内の海岸堤防等の耐震

化を進めています。

さらに、この三重防護と併せて、県では、浦戸

湾に流入する鏡川や舟入川、下田川などの河川堤

図－１　三重防護事業　概要図
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防の耐震化を進めています。

これらの整備は令和13年度の完成を目指し、県

のインフラ対策の最重要課題として、「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」予算を活

用するなど、重点的に取り組んでいます。

⑷　津波からの早期避難意識と想定死者数

日本大震災後の平成25年に想定した県内の死者

数は約42,000人で、そのうち津波による死者数は

36,000人と約86％を占めています。

そうした中、津波からの早期避難意識率は、平

成25年の20％から、令和４年度には68％まで上昇

しているものの、近年70％程度で伸び悩んでいま

す。

このため、特に、防災への関心が薄い30～40歳

代をターゲットにＳＮＳやテレビなど、様々な媒

体を活用して啓発を実施するほか、防災まんが選

手権の開催や受賞作品のアニメ化などを実施して

います。

また、想定死者数には、津波からの早期避難意

識のほか、住宅の耐震化や避難場所や津波避難タ

ワーといった津波避難空間の整備なども影響しま

す。住宅の耐震化率については平成25年度の74％

から令和４年度には87％に、津波避難空間整備率

については26％から99％まで上昇しています。

これまでの取り組みにより、県内の想定死者数

は令和３年度末には約8,800人へと８割減少させ

ることができました。令和６年度末には、さら

に約4,300人にまで半減させることができるよう、

対策を強化しています。

⑸　要配慮者対策

東日本大震災では、高齢者や障害のある方など

の避難の際に支援が必要な方（避難行動要支援

者）や消防関係者、民生委員、児童委員などの支

援者も多数犠牲となりました。この教訓を踏まえ

て、避難行動要支援者ごとに作成する避難支援の

ための計画（個別避難計画）を市町村が作成する

ことを推進するため、平成26年度に「災害時にお

ける要配慮者の避難支援ガイドライン」を作成す

るとともに、平成27年度からは要配慮者避難支援

対策事業費補助金を創設し、市町村への財政支援

を実施してきました。

さらに、令和元年度には「要配慮者支援対策」

を行動計画の重点課題の一つとして位置付け、効

果的・効率的に計画を作成するために必要な福祉

専門職の参画など、市町村の個別の状況に合わせ

ながら県がサポートを行うことで市町村の取り組

みを後押ししています。こうした取り組みの結果、

個別避難計画の作成率は令和元年度末の19％から、

令和５年９月末時点で65％にまで大きく上昇しま

した。

また、個別避難計画は、作成後の実効性の確保

が非常に重要であるため、市町村が訓練を実施し

たり必要な資機材を整備する場合には、その費用

の1/2を補助しています。

３　「命をつなぐ」対策（避難所対策）

南海トラフ地震では、住居を失う被災者が多数

発生することが想定され、そうした被災者が避難

図－２　被害軽減効果
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所で安心して避難生活をおくれることが必要です。

このため、平成26年度には避難所運営マニュア

ルの作成手引きを作成するとともに、平成28年度

からは補助制度を創設し、市町村に対して、運営

マニュアルの作成や運営訓練の実施、避難所運営

に必要な資機材の整備を支援しています。こうし

た取り組みにより、令和４年度末には、全避難所

の96％（1,208/1,253箇所）で運営マニュアルの

作成が完了しています。

また、避難所において、高齢者や障害のある方、

妊婦など、配慮の必要な方々に適切な対応ができ

るよう、令和元年度には、要配慮者に対応するた

めの手引きを作成しました。また、令和２年度に

は要配慮者の特性に応じた支援ガイド、令和３年

度には、支援ガイドを分かりやすく解説したＤＶ

Ｄも作成しました。

併せて、避難所となる学校や地域集会所の耐震

化を進めてきた結果、想定される最大避難者数

217,000人に対し、それを上回る219,000人分の避

難所を確保しました。

４　「生活を立ち上げる」対策（事前復

興の取り組み）

被災後は、行政職員の被災に加え、膨大な災害

対応業務の発生によるマンパワー不足から復旧・

復興への着手が遅れ、その結果、人口流出などに

より地域の衰退を招く恐れがあります。特に、沿

岸市町村では、津波で壊滅的な被害を受ける恐れ

があり、住民が早期に生活を再建し、希望を持っ

て地域に住み続けることができるように、事前に

復興まちづくりの準備を進めておくことが重要と

なります。

このため、令和３年度に市町村が事前に復興ま

ちづくり計画を検討するに当たって参考とするた

めの「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」

を策定しました。この指針は、東日本大震災の復

興事例などを参考に、有識者や行政関係者等によ

る検討会での議論を経てとりまとめたものです。

本県では、令和６年度末までに沿岸全19市町村

で事前復興まちづくり計画策定に着手していただ

くことを目標に、市町村に対して指針を使った勉

強会や市町村長を対象としたトップセミナーを開

催するなど、計画策定を促してきました。

また、市町村への財政支援として、令和5年度

から、計画策定に対する補助制度を創設し、国土

交通省の都市防災総合推進事業と併せることで、

事業費の市町村負担を1/3（国費1/3、県費1/3）

に軽減しています。さらに、南海トラフ地震対策

課内に事前復興室を新設し、室員が市町村に直接

出向き、先行事例の紹介や計画策定の進め方を助

言するなど、技術的な支援も行っています。

現在、７市町で計画策定を進めており、来年度

からさらに５市町が計画策定に着手する見込みで

す。

５　特徴的な取り組み

⑴　防災関連産業

本県では産業振興計画の柱の一つとして、平成

24年度から「防災関連産業の振興」の取り組みを

開始し、その一環として「高知県防災関連産業交

流会」を発足しています。この交流会では、防災

関連製品を製造・開発する企業をはじめ、備蓄品

を購入検討している企業や自主防災組織など、防

災に興味のある方に参加を呼びかけ、県内市町村

との情報交換や流会員同士のマッチング、県内各

地における防災訓練等での製品紹介、大手防災用

品バイヤーとのマッチングを行っています。

また、県内外への販路拡大を目指した認定制度

を設け、品質や安全性、外商可能性の観点で審査

を行い認定された製品や技術は、「メイド・イン

高知」の防災関連製品として、現在、141製品が

認定を受けており高知県防災関連製品ポータルサ

イト（http://kochi-bosai.com/）やカタログで紹

介しています。メイド・イン高知の防災関連製品・
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技術を、全国各地の防災・減災対策にお役立てて

いただきたいと考えています。

⑵　高知県防災キャラクター

平成14年に本県出身の漫画家で「アンパンマン」

の生みの親である「やなせたかし先生」の協力を

得て、子どもたちに防災への関心を持ってもらう

ためのツールとして、６体の防災キャラクターが

誕生しました。（図－３）

特に、地震と津波という災害現象をキャラク

ター化している点は大きな特徴と言えます。災害

に備えるためには、災害を「正しく恐れること」

が重要と言われており、ただ恐れるのではなく、

まずは関心を持ち、備えを学ぶ必要があります。

「じしんまん」と「つなみまん」は、災害の漠然

とした恐ろしさを和らげ、子どもたちが防災その

ものに関心を持つことに大きな役割を果たしてい

ます。

これらの防災キャラクターのイラストは行政や

団体等が作成するチラシやパンフレットに、また、

着ぐるみはイベント等で南海トラフ地震の啓発活

動に幅広く活用されています。

NHK 放送局の令和７年度前期の連続テレビ小

説には、やなせたかし先生ご夫婦をモデルとした

「あんぱん」の制作が決定しており、防災キャラ

クターにもさらなる活躍を期待しています。

防災キャラクターの「たいさくくん」と「ヘル

パちゃん」は、20XX 年に南海トラフ巨大地震で

大変な被害を経験してしまい、運命を変えるため

にタイムマシンで未来から現在の高知県にやって

きました。（図－４）未来の２人が過去に戻るこ

となく安心して暮らしていけるように、南海トラ

フ地震対策を推進していきます。

６　おわりに

南海トラフ地震の発生を防ぐことはできません

が、事前の対策を進めることにより、被害は確実

に軽減することができます。

今後も南海トラフ地震による死者数を限りなく

ゼロに近づけていくため、県民と共に、南海トラ

フ地震対策に取り組んでまいります。

図－４　たいさくくん、ヘルパちゃん

クイズ「明日に備えちょき！」 
南海トラフ地震に備えるには、正しい知識が大切だよ。
この冊子を読み始める前に、地震についてみんながどれくらい
知っているか、クイズを使って確認してみてね。
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（津波避難場所）

避難場所
（津波避難ビル）

避難所

Ｑ.１

Ｑ.２

Ｑ.３

Ｑ.４

Ｑ.５

Ｑ.６

Ｑ.７

Ｑ.８

Ｑ.９

Ｑ.１０

Ｑ.１１

Ｑ.１２

南海トラフ地震は30年以内に何%の確率で発生すると想定されている？

最大クラスの南海トラフ地震が発生すると、津波は高知県沿岸部の早いところでは、どれぐらいの
時間で到達する？

気象庁から南海トラフ臨時情報が発表された場合、地震は必ず発生する？

避難場所と避難所の違いは何？

東日本大震災の際、岩手県釡石市沿岸部の小中学校の生徒たちの、ほぼ全員が無事に避難でき
たのはなぜ？

東日本大震災で一番多かった火災の発生原因は何？

水や食料などの備蓄は、長期間（２～５年ほど）保存可能な非常食を最低３日分以上行わなければ
いけない？

車の燃料はどれぐらい減ったら給油したらいい？

地震発生後、家族や身近な人の安否確認のために、電話会社が行っているサービスは何？

発災後に在宅避難した場合、必要な物資や情報を受け取るためには避難者は何をしなければいけ
ない？

６０歳以上だったり、体力に自信がなければ、家の近くに開設された福祉避難所に避難してもかま
わない？

災害で被害を受けて、ボランティアの手助けが必要な場合、どこに相談すればいい？　

クイズの答えはP.74 に掲載しているから、答え合わせをしてね。

質問

じしんまん
つなみまん たいさくくん

ヘルパちゃん
ゆうどうくん トラフ博士

高知県防災キャラクターⓒやなせたかし

キャラクター紹介

※これらのキャラクターは、子どもたちに防災に興味を持ってもらうことを目的として、平成１４年、やなせたかし先生
　の全面的なご協力によって誕生しました。

県民の皆様へ
南海地震は、これまで概ね９０年から１５０年ごとに発生し、本県は繰り返し大きな被害を受

けてきました。昭和２１年（１９４６年）に発生した昭和南海地震からすでに７４年が経過し、

発生確率が今後３０年以内に７０～８０％と見込まれるなど、その切迫度は年々高まってきてい

ます。

県では、これまで河川・海岸堤防や津波避難空間の整備、道路啓開や物資配送体制の構築、避

難所や医療救護体制の確保など、市町村や関係機関と連携して、ハード、ソフト両面から様々な

対策を進めてまいりました。 

一方で、南海トラフ地震による被害は県内全域で同時多発的に発生しますので、「公助」とし

ての対策はもちろんですが、県民の皆さま一人ひとりの「自助」や「共助」の力を高めることが

極めて重要になります。実際に、平成７年（１９９５年）の阪神・淡路大震災では、自宅の下敷

きとなり、多くの方が亡くなられた一方で、家族や隣近所の方に助けられた方が数多くおられま

した。また、東日本大震災で被災した岩手県釜石市では、日ごろからの避難訓練や想定にとらわ

れない津波防災教育などにより、市内のほとんどの小中学生が津波から助かることができ、「釜

石の奇跡」と呼ばれています。

今回で５回目の改訂となります「南海トラフ地震に備えちょき」では、これまでの情報に加

え、「日常生活のなかで備蓄ができるローリングストック」や「自力での避難が困難な方のため

の個別計画」などを新たに追加し、皆さまが日ごろからできる取り組みも充実させております。

県民の皆さまには、ぜひ、ご家族や地域の皆さまで話し合うなど、「南海トラフ地震に備え

ちょき」をご活用いただき、南海トラフ地震への備えを進めていただきますようお願い申し上げ

ます。

　　　令和 2 年 12 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　濵田 省司

県民の皆様へ
  世界で発生する大きな地震の約 2 割は、日本で発生しています。その中でも、規模が最大
級である南海地震は、今世紀の前半にも発生するといわれています。
　その時、高知県では、全域で震度 5 強から 6 強という非常に強い揺れが、約 100 秒間
も続きます。また、すべての沿岸域に、津波が 3 分から 30 分以内には到達すると予想さ
れています。
　この南海地震が発生しますと、県内の全域にわたって、同時に多くの被害が発生すると考
えられます。平成 7 年の阪神・淡路大震災では、自宅の下敷きになり多くの方が亡くなら
れた一方で、隣近所の方に助け出された方が多くおられました。自宅の耐震補強とともに、
ご近所との日頃のおつきあいが大事になります。
　また、南海地震では、高い津波が発生し、あっという間にやって来ます。この津波の恐ろ
しさは、昨年暮れのスマトラ沖地震によるインド洋大津波の被害の大きさからも再認識させ
られました。津波から命を守るには、今までにない強い揺れを感じたら、すぐに高台などの
安全な場所に、自分の判断で避難することが大事です。市町村役場の避難勧告や避難誘導を
待っている余裕はありません。
　さらに、昨年の新潟県中越地震で見られたように、多くの道路が崩れ、住んでいる地域の
外へ出ることもできない事態も考えられます。この時は、皆様のご家庭に備蓄した食料など
を食べながら、隣近所で助け合って、救助が来るのを待っていただくことになります。
　こうした地震災害を振り返りましても、県民の皆様に、自宅の耐震補強や家具の転倒防止、
水や食料の備蓄、避難経路・避難場所の確認など、「自分の命は自分で守る」（自助）や「隣近
所で助け合う」（共助）の取組を行っていただくことが大事であると考え、この冊子を作成し
ました。地震は大きな災害をもたらしますが、備えをすることで、多くの命は守れます。
　この冊子は、ご家庭でこどもさんともご一緒に楽しめるように工夫をし、できるだけ具体
的な説明に努めました。ご家族やご近所の方々とお読みいただき、南海地震に備えてください。
　　2005 年（平成 17 年）1 月　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　橋本　大二郎図－３　高知県防災キャラクター
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